































本稿の分析によって、米自動車「ビッグ 2」と、ファイアストーンや US ラバーの企業間取引には多くの
組織性が観察された。日本的特徴といわれる、組織的な企業間取引関係が戦前の米タイヤ産業において
も頻繁に表れていたのである。他方、長期相対取引が行われる中で、市場性、市場原理も強く働いてい








This paper examines empirically the relationships between the “Big Two" US automobile companies Ford and 
General Motors (GM) and US tire manufacturers before the World War II, mainly using the primary historical 
records of the Ford Motor Company and Goodyear Rubber and Tire Company. 
The previous studies on Japanese “supplier system" emphasize the Japanese specialty, the organizational interfirm 
relationship, primarily based on research on the dealings between big automobile companies and their small part 
affiliates. However, the “supplier system" also includes a lot of dealings between automobile companies and big 
independent part companies, of which the tire business is a classic example. Moreover, it is highly probable that 
intermediary products including tires were transacted through long-term contracts on a negotiation basis, 
particularly where dominated by a small number of producers. 
As such, long-term contracts on a negotiation basis were highly likely to have been not just a Japanese phenomenon 
but a global phenomenon, so an international comparative analysis is vital. As a preliminary study for a comparative 
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analysis of historical Japanese and US business dealings, this paper analyzes the dealings of US tire manufacturers 
before World War Ⅱ. 
This analysis finds that the organizational principle was a strong factor in tire transactions between the big two 
automakers, and big tire manufactures. Systematic business relationships among companies, which have been seen 
as a unique characteristic of Japan, were also a frequent feature of the prewar US tire industry. 
On the other hand, underlying the secretive long-term contracts on a negotiation basis, market forces and market 
principles were hard at work. Moreover, the dealings between Ford and Firestone and between GM and US Rubber 
were phenomena that included both organizational and market aspects. 
 
Keywords: US tire industry, interfirm relationships, Firestone Tire & Rubber Co., United States Rubber Co., Ford 























































前者は OE（Original Equipment、以下 OE と略する）タイヤ、後者は RE（Renewal 
Equipment、以下 RE と略する）タイヤとそれぞれ呼ばれる5。その中で、自動車メーカー








                                                        
2 中間材の企業間関係では、長期相対取引が多く、これが各国間の共通点の 1 つであることについては、
Kim、2015、6～7 を参照されたい。 
3 アメリカの自動車メーカーだけでなく、タイヤメーカーも早く成長して大企業になっていた。例えば、
チャンドラーによれば、資産基準で 1948 年に、グッドイヤーが全米 32 位、US ラバーが 37 位、ファイ
アストーンが 39 位、グッドリッチが 62 位であり、Fortune 誌によれば、1957 年に、従業員数基準で、
全米産業企業の中で、グッドイヤーが 11位（77年に 10位）、ファイアストーンが 16位（77年に 18位）





5 RE タイヤの取引を含めた米タイヤの企業間取引の歴史については、別途の論文で分析する予定である。 
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1908 年にフォードの T 型乗用車が登場することによって、米自動車産業で大量生産時
代が幕を開け、自動車用タイヤ市場が急拡大しはじめた。さらに、第 1 次世界大戦による
好況が加わり、10 年代を通して急速なタイヤ需要増加が続き（表 1）、10 年～30 年の 20
年間にタイヤ需要は 100 倍以上も増加した6。 
しかし、総じて、1930 年代以降はタイヤ需要が低迷した。大恐慌による需要急減の後、
緩やかな回復があったものの7、タイヤの技術進歩による耐久性向上で交換タイヤの需要
増加が鈍化したこともあいまって、30 年代にはつい 20 年代末の需要水準を取り戻すこと
ができなかった。 
タイヤの中で、本稿の主な分析対象である OE タイヤの需要は 1910 年～36 年平均でタ
イヤ総需要の約 3 割を占めており（表 1）、逆に RE が約 7 割を占めていた。ただ、タイヤ






（出所）1909 のデータは Flink、1914-21 年のデータは Gaffey、 
1940 と French,  1991、1922-28 年のデータは Reynold、
1938、1929-40 年のデータは Gettell、1941。 
                                                        
6 Nelson、1987、331。 
7 1938 年には、一時的な景気後退でタイヤ需要も減少している（Gettell、1941、121）。 
年 OEタイヤ (OEタイヤの比重) タイヤ全体
1909 0.5 29.4 1.7
1914 2.2 26.8 8.2
1916 6.1 36.1 16.9
1918 4.0 16.3 24.5
1920 8.5 29.3 29.0
1921 6.3 22.3 28.3
1922 9.9 24.2 40.9
1923 15.6 34.4 45.4
1924 13.9 27.4 50.8
1925 16.4 27.9 58.8
1926 16.7 27.8 60.1
1927 13.0 20.4 63.6
1928 16.8 22.3 75.5
1929 21.0 29.9 70.2
1930 13.6 24.9 54.6
1931 9.6 19.6 49.1
1932 6.0 15.0 40.0
1933 9.5 21.4 44.4
1934 13.5 28.7 47.0
1935 19.4 38.3 50.6
1936 21.9 40.3 54.4
1937 22.4 41.9 53.5
1938 10.7 25.3 42.3
1939 18.1 31.7 57.1
1940 22.3 37.7 59.2
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生産能力は、1929年の 9,160 万個から 35年には 6,800 万個にまで低下した。需要回復に伴






けた。例えば、第 1 次世界大戦中の 16 年から、戦後不況を挟んだ回復期の 20 年代初めま
で、異様なほどの勢いで生産が増加した。また、21 年の生産減少を除く、20 年代全体を
通して、タイヤ生産は 2 倍以上増えた9。 
しかしながら、大恐慌期の生産の落ち込みは大きく、例えば、1932 年の米タイヤ生産
は恐慌前の 28 年のほぼ半分にすぎなかった。33 年からは生産が回復され、38 年の一時的
な生産減少までの 5 年間、生産増加が続いたものの、38 年の米タイヤ生産は約 4,100 万個






18 年平均で 87%の高い稼働率を記録した11。 
1920 年代には、稼働率変化の波が大きい中で、概ね 20 年代前半の稼働率は高い水準で
推移したのに対して、20 年代後半の稼働率は低かった。まず、20 年半ばよりタイヤ需要
が冷え込み、21 年に稼働率は 60%水準まで下落した。22 年からの需要回復で、稼働率は
88%に上がり、さらに、25 年には 91%にまで上昇した。しかし、20 年代半ばから、拡張
された生産能力と需要の間のギャップが大きくなり、稼働率が下落し、過剰生産能力問題
が浮上した。大恐慌期に入る前の 29 年末にすでに米タイヤ産業は「過剰生産能力」をも








11 Gaffey、1940、59；French、1991、41。同社の稼働率は 19 年には 97%まで上昇していた。 
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っていた12。 
大恐慌期の 1930 年～33 年の平均稼働率は 57%で低迷したが、それ以降稼働率が上昇し、














の 1901 年から 13 年にかけて徐々に参入企業が増え、この期間に合計 27 社が参入した。
その後、14 年から 17 年の 4 年間にも新規参入が安定的に増加しており、とりわけ、15 年
と 16 年には、創業による新規参入企業が多かった。1910 年代半ば、タイヤメーカーの活
発な創業があったといえる。 
さらに、1917 年からは新規参入の「ブーム」が起こり 22 年まで続いた。17 年から 22
年までの 5 年間に、年平均約 42 社、延べ 249 社の企業が新たに参入した。1901 年～16 年
の年平均参入企業が 13 社であったことと比較すれば、この時期、如何に新規参入が活発
であったかが分かる。 
しかし、1923 年に新規参入の大きな転換点がくる。つまり、23 年の新規参入数は 24 社
で急速に減り、24 年と 25 年にもそれぞれ 17 社にとどまった。その後、26 年から 50 年ま
での四半世紀間、年平均約 2 社程度の参入しかなく、この産業で新規参入の動きはほぼ止
まったとみてよかろう。要するに、1900 年代以降、徐々に新規参入が増え、10 年代後半




                                                        
12 Gaffey、1940、59；Blackford  & Kerr、1996、77；French、1986、31。 
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のそれは 19.7%にまで跳ね上がり、22 年～32 年の 10 年間、撤退率は 2 倍に上昇した。大
恐慌期後にはすでに多くの企業の撤退が済んでおり、撤退の動きは落ち着いた。 
参入から撤退までの平均期間をみれば、1904 年～16 年にタイヤ事業に参入した企業は
13 年であったのに対して、17 年～22 年に参入した企業は 7 年、22 年～30 年に参入した企






                                                        
13 Buenstorf & Klepper、2010、1563、1566-7。 
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企業数は 1922 年に 278 社まで増加した14。しかし、新規参入が少なくなったことに加え
て、その後は、撤退企業が増えて、その結果、企業数は急減の道をたどった。30 年代前
半の大恐慌期にも企業数の減少が続き、ようやく 30 年代後半から企業数が安定し、その




的な部分をグッドイヤー、ファイアストーン、US ラバー、グッドリッチの 4 社が占め、
                                                        
14 ネルソンによれば、アメリカのゴム製造メーカーは 1910 年の 301 社から 20 年に 477 社に増え、「タイ
ヤとそのチューブ」を生産する企業も、同じ期間に、95 社から 200 社に増えたとする（Nelson、1988、
45）。 
15 全米のタイヤ工場数の推移をみれば、1911年の 27工場から、19年～20年には約 200工場に増加した。
その後、20 年から 35 年の間にその 8 割が減って、35 年には 42 工場、38 年には 48 工場が稼働されて
いたとされる（Gaffey、1940、61、88；French、1991、30）。 
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その後、70 年代に至るまで 4 社の寡占構造が続いた16。企業数の増減に関わらず、同産業
の始まりから戦後一定の時期まで、この 4 社の高い市場地位に揺らぎはなかったのである。 
この 4 社も 2 つのタイプに分けられる。すなわち、ゴム産業への参入がより早く、タイ
ヤ事業以外にも多角化していたグッドリッチと US ラバーの 2 社、そして、参入が相対的








れが、本稿の 2 章と 3 章の分析対象選定の理由でもあるが、他方、寡占であるからと言っ
て、競争が緩かったわけでもない。2 章以下で明らかになるように、アメリカタイヤ産業
での寡占企業間競争は激しく、こうした激しい競争という市場原理が働く中で、長期相対










ロンである。例えば、米タイヤの寡占 4 社のうち、US ラバーを除く、グッドイヤー、US
ラバー、ファイアストーンの 3 社の主力工場がアクロンに集まっていた。表 2 で、トップ
の米タイヤ企業、グッドイヤーの例を見れば、1912 年まで専らアクロン工場のみで生産




弱、35 年に 3 分の 2 がアクロン工場で生産されていた。 
  
                                                        
16 Pennock、1997、548、567；チャンドラーJr、1979（下）、614；Epstein、1949、36；Woodruff、1955、
388；Gettell、1941、97; Reynold、1938、459；Buenstorf & Klepper、2010、1565。 
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（出所）Goodyear Archives Record, American History Research Center in University of Akron. 
 
実は、早くも 1900 年代初頭にはアクロン地域がゴム製品生産の全米主力拠点になり、
すでに 10 年頃に、アクロンは全米最大のタイヤ生産地になり、20 年代には、全米タイヤ
生産の半分以上を占めた17。アクロンのタイヤ生産の増加に伴って、同地域タイヤ産業の








                                                        
17 Gaffey、1940、185；Nelson、1988、16；Blackford & Kerr、1996、37。05 年にはオハイオ州のゴム製
品メーカー27社のうち、アクロンに 13社が立地し、また、同年、ゴム製品メーカーだけでアクロンの
資本や労働力の 3 分の 1 を占めていた。 
18 Love & Giffels、1999、47。アクロンの人口も増加し、1900 年の 4 万 2 千人から 10 年に 6 万 9 千人、20





















1902 100.0 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 4,476           
1903 100.0 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 7,781           
1904 100.0 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 6,666           
1905 100.0 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 12,626          
1906 100.0 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 23,712          
1907 100.0 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 28,307          
1908 100.0 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 35,282          
1909 100.0 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 94,200          
1910 100.0 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 261,888        
1911 100.0 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 420,255        
1912 100.0 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 1,084,134      
1913 95.4 4.6 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 1,280,487      
1914 96.6 3.4 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 1,788,484      
1915 95.3 4.7 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 2,656,588      
1916 94.8 5.2 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 4,118,399      
1917 95.7 4.3 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 5,880,544      
1918 91.9 8.1 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 3,790,212      
1919 92.6 7.4 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 8,137,353      
1920 89.2 8.5 2.3 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 6,863,140      
1921 83.6 4.6 11.8 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 5,152,503      
1922 80.7 8.1 11.2 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 7,887,243      
1923 78.5 8.8 12.7 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 9,119,335      
1924 79.4 7.6 13.0 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 10,056,437    
1925 75.9 10.6 13.5 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 12,458,144    
1926 75.7 10.8 13.5 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 13,781,714    
1927 74.7 12.7 12.5 0.0 ‐ ‐ ‐ ‐ 16,002,630    
1928 74.4 10.0 12.1 1.1 2.5 ‐ ‐ ‐ ‐ 21,575,945    
1929 71.1 9.2 12.2 2.1 3.4 2.1 ‐ ‐ 23,073,556    
1930 68.3 8.3 11.9 1.0 3.4 7.0 ‐ ‐ 17,786,814    
1931 67.6 6.2 10.6 1.7 4.2 9.1 0.7 ‐ ‐ 16,332,929    
1932 66.6 5.3 9.5 2.7 6.0 8.4 1.6 ‐ ‐ 12,635,947    
1933 68.4 5.9 7.8 2.4 6.3 8.0 1.0 ‐ ‐ 12,957,612    
1934 65.1 7.6 8.0 3.6 6.1 8.3 1.3 ‐ ‐ 14,557,473    
1935 66.8 6.3 7.8 2.9 5.8 7.9 1.3 0.2 1.1 15,779,291    
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第 1 に、アクロンにゴム製品製造事業を初めて持ち込んで、つい成功を成し遂げた B.F.
グッドリッチ（Benjamin Franklin Goodrich）による影響が大きかった19。つまり、グッド
リッチによるタイヤ事業の立ち上げとその成長が、後発のタイヤメーカーをアクロンに呼
び込んで、19 世紀後半以降アクロンをゴム製品生産の世界中心地（「Rubber Capital of the 
World」）にした。 
グッドリッチは、アクロンの地元の人達から 1 万 3,600 万ドルの支援を得て、グッドリ
ッチ社（B.F. Goodrich Company）をアクロンで設立し、1871 年 3 月に工場を設けたが、こ
れがアパラチア山脈以西に設立された初のゴム製品工場であった。当初の主力製品は消防






















                                                        

















からの移入人口比率は、1910 年に 44%、20 年に 27%であって、さらに、アクロン生まれ
の半数近くがその親は外部からの移入者であった25。移入者の地域的分布をみれば、ペン
シルベニア州とウェストバージニア州出身が多かった。例えば、US センサスによれば、
20 年、アクロン人口 20 万 8,435 名のうち、ペンシルベニア州出身が 2 万 2,963 名で約 1 割













で、フォードが 1920 年代前半まで圧倒的なシェアで先頭を走り、GM が他の企業との間
に大きな差をつけながら 2 位を維持し、その後、20 年代後半にはフォードを 2 位に落とし
て首位になった。こうして、米自動車産業では、激しい競争の中で、20 年代まで「ビッ













27 Nelson、1988、74；Love & Giffels、1999、31。 
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ハーベイ・ファイアストーンは、31 歳になった 1900 年に、アクロンでファイアストー








いき、取引が結ばれ、1906 年に、フォードの T 型乗用車向けに 1 万セットの OE タイヤを












                                                        
28 Love & Giffels、1999、17；Lief、1951(b)、78。 
29 Blackford & Kerr、1996、34。 
30 Lief、1951(a)、28、86、100。 
31 Blackford & Kerr、1996、34。 
32 Blackford & Kerr、1996、34;Fernandes、2009、91。 
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いても組織的な特徴がみられたのである。具体的に見ておこう。 
最初の取引契約で、ファイアストーンは 19 万セットの注文をフォードから受けて、
1906 年、約 20 万ドルの販売を行ったという。ゴム業界誌の「インディアン・ラバ・ワー
ルド」によれば、当時、この契約規模は、自動車メーカーがタイヤメーカーが結んだ単一
のタイヤ購入契約としては最大水準であった33。大恐慌初期の 30年にも、ファイアストー
ンはフォードに 70 万ケーシングのタイヤを販売しており、その後、景気が回復した 30 年










ていたが、そのうち、2 万セット以上がフォードからの T 型乗用車向けタイヤ受注であっ
た。12 年、ファイアストーンの売上高のうち、フォードへの販売額が 1 割を越えていた38。
16 年 1 月 22 日付のフォードとファイアストーンのタイヤ取引契約書をみれば、フォード
はファイアストーンと 10 万セットの取引契約を結び、同社の毎月タイヤ購入分のうち、
最低 4 割をファイアストーンから購入することを保証すると明示していた39。 
表 3によれば、1924年に、ファイアストーンが独占的に納入した自動車メーカーが数社
あったが、それが可能になったことも、フォードとの取引を続けることによる所が大きか
った。また、フォードとシボレーなどは 1925 年に、購入する OE タイヤを低圧のバルー
ンタイヤ（balloon tires）に切り替えたが、ファイアストーンはすでに 1923 年にバルーン
タイヤを開発しており、25 年には週 2万 5 千個のバルーンタイヤを生産し、同製品の生産




                                                        
33 Lief、1951(a)、28；Lief、1951(b)、162；French、1991、27。 










39 Ford Motors Archives 資料。 
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（出所）Goodyear(1924), Manufacturers' Line-up, Automobile tires Season 1924(Goodyear Archives Record、





市場では、参入が早かった US ラバーやグッドリッチの市場シェアが高く、この 2 社に比
べ、後発のファイアストーンやグッドイヤーの市場地位は低かった。1909 年に、グッド





                                                        
40 M. Blackford & K.Kerr、1996、88；Allen、1943、24；Lief、1951(a)、142。 
41 M. Blackford & K.Kerr、1996、34。 
42 Lief、1951(b)、78。 
自動車メーカー 取引するタイヤメーカー 自動車メーカー 取引するタイヤメーカー
Anderson Firestone Lafayette Goodyear
Apperson Goodyear, Goodrich, Firestone Lincoln Goodyear, Firestone, Goodrich, US Rubber
Auburn Goodyear, Goodrich Locomobile Goodyear, Goodrich, Fisk
Barley Goodyear, Firestone, Goodrich Marmon Goodrich, Firestone
Buick Goodyear(substantial portion), Goodrich, Ajax,Dunlop,
US Rubber, Pennsylvanial, Firestone
Maxwell Fisk
Cadillac Goodyear, Goodrich, US Rubber McFarlan Goodyear and standard makes
Case Goodyear Moon Miller, Kelly
Charlmers Fisk Nash Goodyear, Firestone
Chandler Goodyear, Goodrich Oakland Goodyear, Firestone, Ajax
Chevrolet Goodyear, Goodrich Olds Goddyear, Ajax, Kelly, Goodrich, Firestone
Chrysler Fisk Overland Fisk
Cleveland Goodyear, Oldfield willys-Kinght Fisk
Cole Firestone, Goodrich Packard Kelly, Miller, Firestone
Columbia Fisk, Firestone Paige Goodyear, Firestone
Cunningham Goodyear Peerless Goodyear, Firestone, US Rubber
Davis Goodrich Pierce-Arrow Goodyear, Goodrich, US Rubber, Firestone
Dodge Goodyear, US Rubber, Ajax R & V Kinght Goodrich, Firestone
Dorris Goodyear, Goodrich Raugh & Lang Goodyear, Goodrich, Fisk
Dort Miller REO US Rubber
Duesenberg Goodyear, Goodrich, Firestone Rickenbacker Kelly, Seiberling
Durant Fisk Roamer Goodyear, Goodrich, Firestone
Elgin Goodrich Rollin Firestone
Essex Kelly Rolls-Royce Goodyear, Dunlop, Goodrich
Flint Fisk Sayers-Scoville Goodyear, Goodrich
Ford Goodyear,Firestone, Goodrich, Miller, Mason Stanley Goodyear, Goodrich
Franklin Goodyear Star Fisk
Gardner Goodyear Stearns Goodyear, Firestone, Goodrich
Gray Goodrich Sterling Kinight Goodrich, Firestone, Miller
Hanson Goodyear Stevens-Duryea Tires furnished as specified
Haynes Goodyear, Seiberling Studebaker Goodyear, Firestone, US Rubber, Goodrich
Hudson Kelly Stutz Goodrich
Hupp Goodyear Velie Miller
H.C.S Goodrich Westcott Firestone
Jewett Oldfield, Miller Wills-St. Claire US Rubber, Firestone
Jordan Goodyear, Firestone Willys-Overland Tires furnished as specified
Kissel Goodyear, Firestone
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イト、ピアーレスなど少数にとどまった43。 
しかし、フォードとの長期相対取引の開始をきっかけに、1910 年代に OE タイヤ市場に
おけるファイアストーンのシェアは著しく高まった。例えば、この市場におけるファイア
ストーンのシェアは、10 年の 8%から 16 年に 20%に上がり、20 年には、1900 年代までに








獲得した45。20 年代初頭の危機を乗り越えたファイアストーンは、29 年に全米 OE タイヤ





























か 1 マイルの距離にあった。 
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が主流であった 1900 年代に、主な自動車メーカー53（Association of Licensed Motor Vehicle 
Manufacturers）はゼルデン特許によって守られていた。こうした主流企業と違って、フォ
                                                        
48 Sorensen、1956、198-200;Michael Schwartz、2000、75。 
49 Interview with E. F. Wait 、1954、29。 










Journal of Innovation Management No.15 - 18 - 
ードは一般大衆に売れる低価格自動車の大量生産を目指したが、ゼルデン特許の取得が主
流企業によって阻まれ、その特許を取得しないまま、生産を続け、特許違反で訴えられ、

































                                                        
54 Lief、1951(b)、28、86-87、90。 
55 Reynold、1938、461；Lief、1951(b)、87、91。 
56 Love & Giffels、1999、 24；Blackford & Kerr、1996、59、94。 
57 Lief、1951(a)、30-31；Lief、1951(b)、89、105；French、1991、19。 
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548；Blackford & Kerr、1996、68、94；Chandler Jr.、1956、136 を参照されたい。なお、その後、自動車
メーカーがタイヤメーカーに対してブランチ・ハウスを通じての現場サービスや販売を提供することを
求めた。そのため、タイヤメーカーが OE タイヤ市場で一定のシェアを維持するためには、ブランチ・
ハウスの設置がほぼ必修条件になり、ブランチ・ハウスの仕組みの整備が OE タイヤ事業の鍵になった 
（Blackford & Kerr、1996、35；Leigh、1936、104）。 
61 Lief、1951(b)、87；Lief、1951、28。 
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いた。 
商談の結果、N 型自動車用としてファイアストーンがフォードに納入するタイヤ価格は
1 セット（4 個）当たり 55 ドルであった。当時、クリンチャー特許をもっていたタイヤメ
ーカー群はクリンチャー・タイヤ 1 セットの価格を 79 ドルに設定していたことから、フ






り組んだ64。例えば、1913 年に、ファイアストーンは、フォードの OE タイヤ注文を獲得
するために、タイヤ生産ラインに新設備を導入すると共に、グッドイヤーより低い価格を
提示していたといわれる。また、16 年 1 月 22 日付のフォードとファイアストーンのタイ
ヤ取引契約書をみれば、10 万セットの発注で、セット当たりの納入価格は 33.5 ドルであ














すでに 07 年に T 型乗用車用タイヤとしてフォードから大量の注文を獲得し、その後もか
なり大量のタイヤを購入し続けた66。グッドイヤーの1次資料から作成した表4によれば、
グッドイヤーのフォードへの納入量は 16 年に、GM へのそれの 3 倍に達している。19 年と
20 年にはその倍率が 2 倍程度にまで縮まったが、21 年にはフォード向けの販売量は GM 向
けのそれの 7 倍以上になった67。当時 2 位の自動車メーカーGM への販売と比べ、フォー 




65 Ford Motor Archives 資料。 
66 Allen、1949、315；Litchfield、1954、100。 
67グッドイヤーは 1920 年代初頭の不況時、他社の積極的な販売攻勢で OE タイヤの販売不振に陥ったが、
これは、表 4 の対 GM 向け販売の急減からも読み取れる。この時期、グッドイヤーは OE 市場において
1 位を維持していたものの、同社のマーケットシェアは 19 年の 39%から 21 年に 28%に下落し、全体タ
イヤ市場における同社シェアも、25%から 16%に下落した（French、1991、31、33）。 
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（出所）Goodyear Archives Record、American History Research Center in University of Akron. 
 
また、1914年 11 月、フォードはグッドリッチとの間にも 10 万セット取引契約を結んだ
上、契約期間中、フォードの月タイヤ購入分の最低 5 割をグッドリッチから購入すること
を契約書に明示していた68。それに、前掲の表 3 によれば、24 年に、フォードはファイア
ストーンとグッドイヤーに加えて、グッドリッチ、ミラー、メイソンからもタイヤを購入
していた。30 年には、US ラバーのセールスマンのエンメト・シーハン（Emmet Sheehan）
がフォードとの間にタイヤ 70 万個納入契約を結んでおり、その後の数年間、US ラバーは















Motor Vehicle Co.）、ステュドベーカー・オートモビル（Studebaker Automobile Co）ともタ
イヤの取引を行った。それに、エレクトリック・ビークル（Electric Vehicle Co.）、ウッ
ズ・モーター・ビークル（Woods Motor Vehicle Co.）、ノーザン・モーター（Northern 
Motor Co.）、チェース・モーター・トラック（Chase Motor Truck Co.）、マック・ブラザー
                                                        




年度 対フォード販売量 年度 対GM販売量
1916-1917 730,041 July1,1916-June 30,1917 260,322
1917-1918 656,165 July1,1917-June 30,1918 250,278
1918-1919 487,802 July1,1918-June 30,1919 231,850
Aug. 1,1919-Sept. 20, 1920 635,226 July1,1919-June 30,1920 385,102
1920-1921 933,720 July1,1920-June 30,1921 129,155
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ズ・モーター・カー（Mack Brothers Motor Car Co.）、ヒュイト・モーター（Hewitt Motor 
Co.）、エルウェル・パーカー・エレクトリック・オフ・アメリカ（Elwell-Parker Electric  
of America Co.）、ベンディクス（Bendix Co.）、ポープ・モーター・カー（Pope Motor Car 
Co.）へと販売先を広げていった72。 
さらに、フォードに勤めていた人が GMに移ることをきっかけに、ファイアストーンと
GM の OE タイヤ取引が拡大した例すらある。例えば、ファイアストーンは当初 GM のシ
ボレー向けにタイヤ販売実績がなかったが、フォードからウィリアム・ヌードセン































75 Wait によれば、フォードはタイヤ工場の生産能力の 2 割しか活用しないまま、タイヤ事業を売却した
とする。 
76 French、1991、59；French、1989、180。需要企業がタイヤの内製を行った事例は、すでに 19 世紀にも
あった。例えば、1890 年に自転車メーカーのポープ・サイクル（Pope cycle）は、近隣にあったハート
フォード・ラバー・ワークス（Hartford Rubber Works）を買収してタイヤの製造を始めた。 
77 Interview with E. F. Wait、1954、28。  
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より生産性の高いタイヤ工場はないほどであったとされる78。フォードのタイヤ事業は早
く軌道に乗ることができ、工場の稼働から 4 ヵ月～5 ヵ月で、同社のタイヤ製造コストは
ファイアストーンのそれを下回るようになった。1941 年頃、6.00×16 型タイヤの生産にフ












がタイヤを内製して 2 年目に当たる 1939 年に、内製タイヤの価格はすべての外注タイヤ







ただし、自動車「ビッグ 2」の一角をなす GM は、フォードと違って、タイヤの内製を









                                                        
78 Interview with E. F. Wait、1954、37。  
79 Interview with E. F. Wait、1954、29。 
80 Gaffey、1940、169。 
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しかし、その GM も 1930 年代以来、US ラバーとの間にタイヤの長期相対取引を行っ




(1)US ラバーの歩みと 1920 年代までの企業間取引 
米タイヤ産業の寡占構造を形成する 4 社の中で、US ラバーはグッドリッチと一緒に、
多角化が進んだ「先発組」であった。いくつかの中小靴製造企業が合同して 1892 年に創
業された US ラバーは、98 年にベルトなど一般ゴム製品を作っていた企業を買収し、さら
に 20世紀初頭までいくつかの企業を買収しながら、事業を多角化した85。同社は、当初、
自動車用タイヤ製造事業への参入に消極的であったが86、1905 年にラバー・グッズ・マニ














                                                        
84 Bobcock、1966、303。 
85 Allen、1943、339； Gaffey、1940、157-158。 
86 French、1991、13；チャンドラーJr.（下）、1979、73.7。 




91 Blackford & Kerr、1996、33.； French、1991、17。ゴム製品市場全体では、この両社の市場シェアはさ
らに高かった。例えば、1905 年、アメリカゴム製品市場における US ラバーとグッドリッチのシェア








OE タイヤ市場における同社のシェアは 1916 年に 32%、19 年に 37%で、圧倒的な首位で
あった93。逆に、米タイヤ市場におけるUSラバーのシェアは 10年の 25%から 17年に 11%




ッチが 5 社であった反面、US ラバーは 1 社だけだった。US ラバーと同様に、多角化を進
めていたグッドリッチはもちろん、中位タイヤメーカーのフィスクよりも、独占的に供給
している顧客企業数が少なかったのである96。また、表 5 によれば、26 年にグッドイヤー
とのタイヤ取引がない自動車メーカー13 社97の中で、US ラバーと取引を結んでいる自動
車メーカーはわずか 2 社であり、しかも、他のタイヤメーカー2 社と共に取引を行ってい
る。20 年代に、OE タイヤ市場における US ラバーの地位が低かったことが分かる。それ
に、同じ表で、24 年に、各タイヤメーカーが自動車メーカー何社に納入したかを見れば、
グッドイヤーが 36 社で最も多く、次がファイアストーンの 28 社とグッドリッチの 27 社




                                                        
92 前述したように、ファイアストーンの躍進には、フォードとの関係に負うところが大きかったとみら
れる。 
93 Blackford & Kerr、1996、p.59、80、212；French、1986、 36、38-39、47。タイヤだけでなく、売上全
体で、グッドイヤーが、多角化が進んでいたグッドリッチや USラバーを抜いて 1位になったのは 1926
年であった（Allen、1943、339）。 
94 Blackford & Kerr、1996、63； French、1991、25-26。 




97 この 13 社には Chrysler、 Jordan、 Packard、 Studebaker などの中堅自動車メーカーに加えて、Duran、 
Elgar、 Moon、 Marmon、 REO、 Stearns、 Stutz、 Vilie、 Wills-St. Claire、 Willys-Overland が含まれて
いる。 
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（出所）Sales Promotion Department of Goodyear, Sales Promoton Material,1926(Archival Services, 
University Libraries, The University of Akron ,Akron, Ohio). 
 
(2)長期取引関係の構築 
後述するように、US ラバーが GM との間に長期取引を行い始めたのは 1930 年代に入っ
てからであり、20 年代後半まで、GM との OE タイヤ取引関係はさほど深いものではなか
った。例えば、10 年代にはグッドイヤーがビュイク、シボレー、キャディラック、オー
ルズモビール、オークランド、など GM の有力事業部の主なタイヤ調達先であり、19 年 7
月のように GM の OE タイヤ購入量の 85%をグッドイヤー製が占めたこともある98。実は、
20年代後半にはクライスラーが USラバーの重要な需要家であった。すなわち、30年以降
に、クライスラーは専らグッドイヤーから OE タイヤを購入するようになったものの、29
年まで、「ビッグ 3」の中ではクライスラーが US ラバーとの取引関係が深かった99。 
前掲の表 3 から、1924 年の GM と US ラバーのタイヤ取引関係をみれば、US ラバーは
ビュイックにファイアストーンとペンシルベニアと一緒に、また、キャディラックに、フ
ァイアストーンやグッドリッチと一緒にタイヤを納入していた。しかし、シボレー、オー
クランド、オールズなど他の GM の車種事業部には納入できなかった。26 年以降、シボ
レーにもタイヤを販売したが、28 年、その金額は、約 75 万ドルでさほど大きくなかった。
さらに、28 年には、US ラバーの対 GM 販売額は大きく減少した。この時期の US ラバー
のタイヤ営業部長の証言によれば、GM などの自動車メーカーとの関係は良好ではなかっ
た100。 
                                                        
98 Jones、1984、33；Blackford & Kerr、1996、93、95；French、1989、180；French、1991、27。こうし
たグッドイヤーの対 GM の OEタイヤ販売の増加には、当時のグッドイヤー社長のフランク・セイバー
リング（Frank Seiberling）と GM 社長のウィリアム・デュラントの間の良好な人間関係が影響したと
される（French、1991、27）。 
99 Bobcock、1966、303。 
100 Bobcock、1966、305。ただ、1929 年に、GM のオールズモビール事業部は US ラバーにかなりの量の
発注を行っており、キャディラック・ラサール（Cadilac Lasalle）事業部も必要タイヤの大半を US ラ
バーから購入していたという。  
自動車メーカー タイヤメーカーのGoodyea製購入比率 自動車メーカー タイヤメーカーのGoodyea製購入比率
Auburn 60%(Goodrich製20%、Firestone約20%) Lincoln 40%
Buick 30～60% Moon 0%(すべてMillerとFirestoneから購入)
Cadillac 60% Nash 50%
Case 100% Marmon 0%(Goodrich、Firestone、Seiberling製が標準的)














Dodge 約40% Peerless 40%(他には、Goodrich、Firestone)
Durant 0%(Fisk100%) Pierce-Arrow 40%
Elgar 0%(Firestone100%) REO 0%(US Rubber、Firestone、Kellyから購入)
Ford かなりの比率。米西海岸の組立工場にはGoodyear 100% Rickenbacker
同社売上高の半分を占める8シリンダー車用分は
100%グッドイヤー製を購入
Franklin 100% Stearns 0%(100%Millerから購入)
Gardner 100% Studebaker 0%(Firestone, US Rubber, Goodrichから購入)
Hudson & Essex 75%(US Rubber 25%) Stutz 0%(LeeとGoodrichから購入)
Hupp 100% Velie 0%(100%Millerから購入)
Jordan 0%(Lee製が100%) Wills-St. Claire 0%(Firestone製が一般的)
Hupp 約75%(残りはFirestone) Willys-Overland 0%(Fisk製100%)
米自動車「ビッグ 2」とタイヤメーカーの企業間取引史 
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採算をよりよくさせることを強調した。こうしたウィルソンの主張は 1930 年 9 月の GM
経営委員会で承認された102。 
GMが長期取引の相手として US ラバーを選んだことには、GMと US ラバーの間に、人
的、資本的関係があったことが影響したと思われる。というのも、デュポンは GMの株を
保有していたのみならず、1928 年に US ラバー株の 30%を購入して、同社の経営に対する
関与を始めた。また、デュポンは株式を所有していた GMに勤めていたフランシス・デイ





との間に OE タイヤの長期取引関係が結ばれた。 
US ラバーが GM と長期取引を結ぶ上で、デイビスは、GM で付き合っていた人達、特
に、GM の経営陣との関係を利用し、GM の複数事業部門からより多くの OE タイヤを受
注するための活動を行った104。 
ただ、デイビスの証言によれば、GM 経営層にタイヤ購入分の相当な部分を US ラバー
製にするよう説得することは極めて難しかったという。実際に、デイビスや、同社副社長
のルシャス・トムキンス（Lucuis D. Tompkins）の努力にもかかわらず、1929 年に急減し
た対 GM の OE タイヤ販売は、30 年にも少し回復するにとどまり105、また、GM と US ラ
                                                        
101 Bobcock、1966、306。 
102 Bobcock、1966、306。 
103 French、1991、 63。デイビスの舵取りで、US ラバーは 1930 年代に複数事業部制を導入するなど組織
の整備も進めた（チャンドラーJr.、1979（下）、794）。 
104 French、1991、59; Babcock、303、306-7、309。 
105 Bobcock、1966、303-305。 
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バーの間に OE タイヤの長期取引契約が結ばれるまでは、課題も少なくなかった。 
しかし、US ラバーが GM に提示した納入価格水準、そして、GM によるタイヤのテス
トの結果は、GM のいくつかの事業部にとって、US ラバーとの長期取引契約を結ぶ上で
充分な魅力をもつと評価された106。 
かくして、1931 年 3 月に両社間に長期取引契約が取り交され、翌年の 32 年の 5 月 8 日
までその契約による 1 回目の納入が行われることになった。それによって、US ラバーは
GM の 31 年の OE タイヤ購入量の半分を占めることができ、また、33 年、キャディラッ
クなど GM の高級車には専ら US ラバー製タイヤが搭載された107。US ラバーと GM の間
のタイヤ取引契約は第 2 次大戦勃発によって契約が切れる 42 年まで続き、戦後にも両社
間の OE タイヤの長期取引が続いた。 
1931 年に、US ラバーは、GM とタイヤ取引を行っていたタイヤメーカー、ジルレッ
ト・セイフティ・タイヤ社（Gillette Safety Tire Company）の株を相当買い取り、40年には
同社の残りの株式すべてを買い取り完全子会社化した。同社は 16 年にウィスコンシン州
で創業し、GMとの間に大規模の OEタイヤ取引を行ってきた企業であるだけに、USラバ
ーの同社買収は GM との取引関係強化を見据えた行動であったといえる。 






を高めた。例えば、米 OE タイヤ市場における US ラバーのシェアは、1929 年の 6.9%から
30年に 12.1%、31年に 32.5%に急上昇し、その後も数年間、同社の市場シェアは 28%を上
回った。30 年代以降、同社はジルレット、アトラス、ワード向けに US ラバー及び US ロ
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(3)関係の多面性：原料ゴム調達における企業間関係 
GM と US ラバー間の組織的な企業間関係の行動は、タイヤの長期取引契約だけでなく、
タイヤ原料であるゴムの調達においても表れていた。その限りで、GM と US ラバーの企
業間取引関係は多面的であったということができる。具体的に、GM は US ラバーの調達
部門を GM の「購買代理店」のようにタイヤ用ゴムの購入に活用した。まず、GM は US
ラバーを通じ原料ゴムを買い取って、US ラバーが GM と契約した分のタイヤ生産を行う
際に、それに必要な原料ゴムを US ラバーに再販売した110。ゴム市場価格が下がっていた
不況下、GM は、こうしたゴム調達方式が自社に有利なやり方であると判断したと思われ
るが、このゴム調達の仕組みはシボレーなど GM の各事業部が US ラバーのタイヤ購入を
増やした重要な要因にもなった111。つまり、GM と US ラバー間にタイヤの長期取引とゴ
ム取引はリンクされていたのである。また、タイヤ製造のために購入したゴムを一度 GM
が買い取ったことから、このゴム調達の仕組みはタイヤ需要家の GM が US ラバーに金融
的な支援を行うという意味もあった。両社間の取引関係は多面的に行われており、これに
組織的な側面が作用していたことが示される。 
実は、原料ゴムの調達を巡る GM と US ラバーの緊密な関係はすでに 1920 年代後半か
らあった。すなわち、26 年後半に、US ラバーと GM は他のタイヤ 4 社と共に、ニューヨ





の113、タイヤの有力需要企業の GM と供給者の US ラバーがタイヤ原料の調達をめぐって
協力した経験は、30 年代以降の両社間のタイヤ取引における多面的な関係に影響したに
違いない。 




                                                        
110 タイヤに使われる原料綿についても同じタイプの取引が行われた。 
111 Bobcock、1966、306；French、1989、183。 
112 French、1991、123；Blackford & Kerr、1996、85。 
113 ゴム購買プールによる購入制限が生ゴム農園からの出荷を減らし、また、プールに加入しなかったゴ
ム需要企業がお互い競争的入札活動を行った結果、ゴム価格が上昇した。結果的に、購入プールは需








知られる（Harvard Business Review、Vol.5 No.4.、1927、357）。ただ、この US ラバーの農園からは、
25 年にも同社のゴム消費量の 2 割を満たすことが精一杯であったとされる。 
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他方、GM と US ラバーの取引関係では様々な形で市場原理、あるいは市場性が働いた。
1920年代まではもとより、GMと USラバーの長期相対取引が開始した 30年代以降も、両
社間の取引に市場性がみられ、なおかつ市場性が前述した組織性とも絡み合って作用した。










カー間競争を扇いだのである。さらに、GM の個別事業部だけをみても、必ずしも 1 社の
タイヤからタイヤを専属的に購入するわけではなく、複社発注を原則にしていた。例えば、







例えば、表 3 によれば、1924 年に、71 社の米自動車メーカーの中で複数のタイヤメー
カーからタイヤを調達している企業が 46 社で、多数派を占めていた。また、表 5 から、
26 年の調査で調査対象米自動車 36 社のほとんどがタイヤを複社発注していた。 
GMと USラバー間の OEタイヤ取引においても、GMによる複社発注が観察される。例
えば、US ラバーが GM との間に長期取引契約を結んでからも、US ラバーの納入比率は
GM 各事業部のタイヤ必要分の 5 割以下に抑えられ、残りの 5 割以上は常に他の競合タイ
ヤメーカーに発注された。シボレー、ビュイックの GM の 2 大車種事業部はタイヤ必要分
                                                        
115 French、1987、68；Bobcock、1966、307。 
116 Bobcock、1966、305-306。 
117 表 5 をみれば、1926 年に、GM の事業部によってグッドイヤー製タイヤの購入比率も異なる。 









実は、1920 年代半ばより、タイヤメーカーと自動車メーカーが直接取引する OE タイヤ
市場における競争が激化していた。前掲の表 5によれば、26年、グッドイヤーからまった












GM と US ラバーの長期相対取引においても、GM の要求価格水準は厳しかった。当時















とっており、それらライバルタイヤメーカーの低価格納入が US ラバーの GM への納入価
格をさらに下げる圧力として働いた。つまり、需要家による低価格圧力という市場性が、
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需要家の GM の複社発注による競争を通じて US ラバーへの低価格発注をさらに促すとい
う市場性間の相互促進的な作用もみられた。 
こうした価格面での厳しい取引は、US ラバーの対 GM 納入のマージン（＝利潤）を圧



























き詰まったため、OE タイヤ需要も伸び悩んで、20 年代末以降には大恐慌に陥り、OE タ
イヤ市場が買手市場になったことも、需要者の相対的な交渉力を高めた。それゆえ、前述
したように、米 OE タイヤ産業が寡占構造であったにもかかわらず、US ラバーは GM の
低価格納入の要求、それによる制限された利潤幅を受け入れるようになったのである。 
                                                        
125 Interview with E. F. Wait in 1954、27。 





128 Bobcock、1966、213； French、1991、30、53。 
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実は、US ラバーに限らず、タイヤメーカーと自動車メーカーの交渉力の差のため、一
般的に、OE タイヤの価格は低い水準に抑えられる傾向があった。例えば、1913 年の OE
タイヤ価格は RE の卸販売価格の約 8 割にすぎず、20 年以降にも、自動車メーカーは持続
















1920 年代後半、米自動車市場で GM がフォードを抜いて圧倒的な市場シェアで首位企
業になったが、景気変動に伴って GMの生産変動も繰り返され、それに連動してタイヤ発
注量の変動も激しかった。US ラバーと GM の間にタイヤの長期取引関係が続いたとはい
え、時期によって GM が US ラバーに発注する数量は大きく変動していた。こうした取引
量の激しい変動も、長期相対取引において市場性が働いていたことを示す。 
1930 年代以降、両社間の取引量のデータは入手できないが、10 年代末から 20 年代前半、
景気の波によって GMが大手タイヤメーカーとの間に行った取引量が大きく変動したこと
が確認できる。例えば、表 6 によれば、グッドイヤーが GM に販売したタイヤ数量が 21
年～23 年に激しく落ち込んでいて、その前の時期までの販売数量との差が大きかった。 
また、グッドイヤーの GM 向けの生産対比販売をみれば、1910 年代後半に比べ、20 年
代初頭に急激に下落している。例えば、グッドイヤーが GM向けに生産したタイヤのうち、
実際に納入された数量の割合は 20 年上期までの 85%～99%から、20 年度下期から 6 割台






                                                        
129 French、1991、28。 
130 不況時には、OE タイヤの取引キャンセルが一般的に見られた。例えば、1920 年不況時に、タイヤメ
ーカーは自動車メーカーからの受注キャンセルに悩まされたとされる（French、1991、31）。  
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表6 グッドイヤーの対GM生産と販売 
  
対 GM 生産量 対 GM 販売量 (B)/(A)×100 
(A) (B)  
（セット） （セット） (%) 
July1,1916-June 30,1917 275,567 260,322 94.5 
July1,1917-June 30,1918 292,952 250,278 85.4 
July1,1918-June 30,1919 256,538 231,850 90.4 
July1,1919-June 30,1920 390,521 385,102 98.6 
July1,1920-June 30,1921 211,455 129,155 61.1 
July1,1921-Dec. 31,1921 116,439 60,727 52.2 
Jan. 1,1922-Dec. 31.1922 444,367 250,576 56.4 
Jan. 1,1923-Dec. 31.1923 763,921 286,926 37.6 





















（資料）Rubber Manufacturer's Association & U.S. Department of Coomerce Estimates, 19 May 1939, 
16-18、21, February, 1941;Gettell、1941、114；B.F.D.C., Rubber Division, Circular 2865(1922-
1929);Rubber Manufacturer's Association(1930-36);Reynold(1938),460. 
 
図 3 から、タイヤ市場全体より OE タイヤ市場の変動が激しかったことを確認できるが、
時期別にもう少し詳しく OE 需要の変動を見ておこう。総じて、1910 年代半ばまでは、
OE タイヤ需要は伸び続けたが、第 1 次世界大戦の終息は戦後不況を招き、18 年末の OE
タイヤ需要は急速に冷え込んだ。その後の景気回復で、OE タイヤ販売も増加したが、再
び 21 年には不振に陥った131。22 年と 23 年に OE の需要は増加した後、24 年にはまた減 
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少に転じ、25年の需要回復がみられたが、それも長くは続かず、その後 2年連続で需要が
減少した。28年にはまたOE需要が回復し、29年にさらに増加幅が大きくなったが、大恐
慌の影響で 30 年～32 年に大幅に減少した。33 年には増勢に転じ、数年増加が続いたが、
38年には再び大幅に減少し、39年～41年に増勢に転じた。このように、OEタイヤの需要
は増減を繰り返しながら激しく変動していた。 




















（資料）Goodyear Archives Record、American History Research Center in University of Akron. 
 
タイヤ産業は資本集約的な産業であった。例えば、1914 年、タイヤ工場の資本集約度




                                                        
132 Nelson、1988、19。 
133 Buenstorf & Klepper、2010、1568; Gaffey、1940、33。もともとタイヤの製造は手作業が多く、相当の
熟練が必要な作業もあったため、熟練労働者が多く必要だった。しかし、機械化の進展で、非熟練労
働者や女性労働者の割合が高まると共に、手作業が減って労働力の代替が進んだ。米タイヤ製造業の
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タイヤ販売増減率 OEタイヤ販売増減率
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た。例えば、第 2 章でみたように、US ラバーはかなり多くのタイヤをフォードに販売し
ており、さらに、1930 年代にフォードへの OE タイヤ販売を急速に増やした134。つまり、
競合していた自動車「ビッグ 2」が共に US ラバーを主力のタイヤ調達先企業としていた
のである。また、同じ時期に、US ラバーはパッカード、グラハム・ページ（Graham-
Paige）、マク・トラック（Mach Truck）などの自動車メーカーにも OE タイヤを販売して
いた135。その前の 20 年代にも、US ラバーは特定の需要企業に偏らず、販売先拡大に力を
注いだ。前掲の表 3 で、1924 年に US ラバーは、GM の一部事業部以外にも、ドッジ、ピ
ア―レス、ペイジー、ステュードベーカー、ウィルス・セイント・クレアーと取引をして
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